
- 1 -

第１ 平成29年度当初予算の状況

１ 一 般 会 計

平成29年度当初予算については、活力みなぎる県づくりの着実な推進と、これを支える持

続可能な財政構造の確立に向け、「財政健全化に向けた行財政構造改革の推進」と「チャレン

ジプランの目標『突破』と地方創生の加速」の２つを基本方針とし、その両立に向けて編成

に取り組みました。

まず、基本方針の１つ目として「財政健全化に向けた行財政構造改革の推進」を掲げ、全

庁を挙げて徹底した行財政構造改革に取り組みました。また、新たに「行財政改革統括本部」

を設置し、平成33年度までの５年間を改革期間として、自立・安定した財政構造の確立を

図ることとしたところです。

２つ目として「チャレンジプランの目標『突破』と地方創生の加速」を掲げ、計画の最終

年度を迎える「チャレンジプラン」の目標を「突破」するとともに、地方創生の取組をさら

に加速させるため、施策重点化方針に基づく６つの重点項目（「熊本地震を踏まえた防災対策

の強化」「若者に魅力ある雇用の場の創出」「県内への定着・還流・移住の推進」「結婚・出産

・子育て支援の充実」「持続可能で元気な地域社会の形成」「明治150年プロジェクトの推進」）

について、予算の重点的・集中的な配分を行いました。

こうした結果、平成29年度一般会計の予算規模は、前年度当初予算に比較しマイナス3.1％、

217億383万3千円減の6,808億8,864万1千円となりました。

第１表 平成29年度一般会計予算の状況

（単位 千円、％)

平 成 28 年 度 比 較
平 成 2 9 年 度

区 分 対 当 初 対 最 終
当初予算額(A) 当初予算額(B) 最終予算額(C)

(A)－(B) (A)/(B) (A)－(Ｃ) (A)/(C)

一般会計 680,888,641 702,592,474 684,667,417 △21,703,833 96.9 △3,778,776 99.4
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(１) 歳 入 予 算

県税収入については、法人二税は前年度並みの税収が見込まれるものの、輸入額の回復の遅れ

を背景に地方消費税の減収が見込まれるほか、個人県民税の減収が見込まれることから、前年度

当初予算に比べ、2.0％減の1,750億5,086万3千円となっています。

また、地方交付税については、地方財政計画に基づき、前年度当初予算に比べ、2.2％減の

1,676億8,800万円となっています。

次に、国庫支出金については、公共事業費の適正化に伴う事業費の減等により、前年度当初

予算に比べ、2.1％減の794億4,472万5千円となっています。

また、県債については、臨時財政対策債が前年度とほぼ同額となっているものの、一般分の

県債の減少により、前年度当初予算に比べ、0.6％減の847億9,900万円となっています。

第１図 歳 入 予 算 の 推 移
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当初予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)-(B) (A)/(B)

1 県 税 175,050,863 25.7 178,625,862 25.4 △ 3,574,999 98.0

2 地 方 消 費 税 清 算 金 45,788,000 6.7 52,135,000 7.4 △ 6,347,000 87.8

3 地 方 譲 与 税 24,365,000 3.6 23,128,000 3.3 1,237,000 105.3

4 地 方 特 例 交 付 金 518,000 0.1 470,000 0.1 48,000 110.2

5 地 方 交 付 税 167,688,000 24.6 171,400,000 24.4 △ 3,712,000 97.8

6 交通安全対策特別交付金 455,000 0.1 470,000 0.1 △ 15,000 96.8

7 分 担 金 及 び 負 担 金 3,794,422 0.5 3,731,189 0.5 63,233 101.7

8 使 用 料 及 び 手 数 料 10,031,296 1.5 10,182,031 1.4 △ 150,735 98.5

9 国 庫 支 出 金 79,444,725 11.7 81,148,974 11.6 △ 1,704,249 97.9

10 財 産 収 入 2,724,425 0.4 2,749,641 0.4 △ 25,216 99.1

11 寄 付 金 206,442 0.0 1,500 0.0 204,942 13,762.8

12 繰 入 金 23,412,373 3.4 28,208,929 4.0 △ 4,796,556 83.0

13 繰 越 金 0 － 0 － 0 －

14 諸 収 入 62,611,095 9.2 64,990,548 9.3 △ 2,379,453 96.3

15 県 債 84,799,000 12.5 85,350,800 12.1 △ 551,800 99.4

680,888,641 100.0 702,592,474 100.0 △ 21,703,833 96.9

一 般 財 源 467,400,635 68.6 480,805,178 68.4 △ 13,404,543 97.2

特 定 財 源 213,488,006 31.4 221,787,296 31.6 △ 8,299,290 96.3

自 主 財 源 323,618,916 47.5 340,624,700 48.5 △ 17,005,784 95.0

依 存 財 源 357,269,725 52.5 361,967,774 51.5 △ 4,698,049 98.7

　　　　　　　　一般会計歳入予算の状況

財
源
区
分

歳　入　合　計

平成29年度 平成28年度
科　　　　目

　　　　　　　　平成29年度一般会計歳入予算（当初）構成比

比　　較

（単位　千円、％）

県税 25.7% 

諸収入 9.2% 

地方消費税 

清算金 6.7% 

繰入金 3.4% 

使用料及び 

手数料 1.5% 

その他(分担金 

及び負担金等) 

1.0% 

地方交付税 

24.6% 

県債 12.5% 

国庫支出金 

11.7% 

その他(地方 

譲与税等) 3.7% 

第２表 

第２図 

自主財源 

 47.5% 
依存財源 

 52.5% 
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（２） 歳 出 予 算

人件費については、組織の見直しを通じた厳格な定員管理等により、職員給与費は、前年度当

初予算に比べ、約8億円の減少となっています。また、退職手当についても、定年退職者数の減

少等により、約1億円の減少となっており、人件費全体としては、前年度当初予算に比べ、0.6％

減の1,807億2,536万2千円となっています。

また、公債費については、特別分の県債である臨時財政対策債の償還額は増加しているものの、

一般分の県債について、償還期間の延長による平準化を図ったこと等から、前年度当初予算に比べ、

6.6％減の1,056億667万4千円となっています。

次に、扶助費については、保育士の処遇改善といった国の制度改正等に伴い、前年度当初予算

に比べ、2.5％増の458億6,129万3千円となっています。

また、投資的経費（普通建設事業費及び災害復旧事業費）については、公共事業費の適正化を

図ったことや、県立大学第二期整備工事費の減少などにより、前年度当初予算に比べ、4.7％減

の903億4,339万5千円となっています。

第３図 歳 出 予 算 の 推 移
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（単位　千円、％）

当初予算額 (A) 構成比 予 算 額 (B) 構成比 (A)－(B) (A)/(B)

人 件 費 180,725,362 26.6 181,735,615 25.9 △ 1,010,253 99.4

物 件 費 17,518,194 2.6 17,545,775 2.5 △ 27,581 99.8

維 持 補 修 費 3,595,940 0.5 3,335,562 0.5 260,378 107.8

扶 助 費 45,861,293 6.7 44,721,642 6.4 1,139,651 102.5

補 助 費 等 176,543,326 25.9 183,520,056 26.1 △ 6,976,730 96.2

普 通 建 設 事 業 費 84,965,204 12.5 89,490,824 12.7 △ 4,525,620 94.9

災 害 復 旧 事 業 費 5,378,191 0.8 5,356,130 0.8 22,061 100.4

公 債 費 105,606,674 15.5 113,054,539 16.1 △ 7,447,865 93.4

積 立 金 4,620,550 0.7 2,855,799 0.4 1,764,751 161.8

出 資 金 25,500 0.0 0 － 25,500 皆増 

貸 付 金 55,284,825 8.1 58,609,236 8.3 △ 3,324,411 94.3

繰 出 金 563,582 0.1 2,167,296 0.3 △ 1,603,714 26.0

そ の 他 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

合   　　計 680,888,641 100.0 702,592,474 100.0 △ 21,703,833 96.9

12

13

14

15

　　　　　　　一般会計性質別歳出予算の状況

平成29年度 平成28年度 比較増減
区　　　分

　　　　　　　　平成29年度一般会計性質別歳出予算（当初）構成比

人件費 26.6% 

補助費等 

25.9% 
公債費 15.5% 

普通建設事業費 

12.5% 

貸付金 8.1% 

扶助費 6.7% 

物件費 2.6% 

災害復旧事業費 

0.8% 
その他 

1.3% 

歳出予算総額 

680,888,641千円 

第３表 

第４図 
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当 初 予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 対 当 初 (A)/(B)

1 議 会 費 1,463,892 0.2 1,467,043 0.2 △ 3,151 99.8

2 総 務 費 28,738,704 4.2 31,310,498 4.5 △ 2,571,794 91.8

3 民 生 費 95,816,667 14.1 90,937,367 12.9 4,879,300 105.4

4 衛 生 費 21,762,778 3.2 23,093,058 3.3 △ 1,330,280 94.2

5 労 働 費 2,750,488 0.4 2,999,454 0.4 △ 248,966 91.7

6 農 林 水 産 業 費 34,434,421 5.1 35,226,519 5.0 △ 792,098 97.8

7 商 工 費 56,156,246 8.2 60,073,455 8.6 △ 3,917,209 93.5

8 土 木 費 71,296,089 10.5 72,778,639 10.4 △ 1,482,550 98.0

9 警 察 費 38,944,214 5.7 38,545,147 5.5 399,067 101.0

10 教 育 費 144,141,858 21.2 147,580,591 21.0 △ 3,438,733 97.7

11 災 害 復 旧 費 5,259,610 0.8 5,234,164 0.7 25,446 100.5

12 公 債 費 105,606,674 15.5 113,054,539 16.1 △ 7,447,865 93.4

13 諸 支 出 金 74,317,000 10.9 80,092,000 11.4 △ 5,775,000 92.8

14 予 備 費 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

680,888,641 100.0 702,592,474 100.0 △ 21,703,833 96.9歳出合計

　　　　　　　一般会計目的別歳出予算の状況

平成28年度

（単位　千円、％）

比較増減平成29年度
科　　　　目

　　　　　　　　平成29年度一般会計目的別歳出予算（当初）構成比

教育費 21.2% 

公債費 15.5% 

民生費 14.1% 諸支出金 

10.9% 

土木費  

10.5% 

商工費 8.2% 

警察費 5.7% 

農林水産業費 

5.1% 

総務費 4.2% 

衛生費 3.2% 

災害復旧費 

0.8% 
労働費 0.4% 

議会費 0.2% 

歳出予算総額 

680,888,641千円 

第４表 

第５図 
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平成29年度当初予算主要施策の概要

チャレンジプランの目標「突破」と地方創生の加速

※新：新規事業 拡：拡充事業(内容を充実した事業)

１ 平成28年熊本地震を踏まえた防災対策の強化

熊本地震の貴重な教訓を、今後起こり得る大規模災害への備えに活か

していくため、28年12月に取りまとめた「平成28年熊本地震を踏まえた

防災対策」に掲げる各対策の具体化を図るとともに、可能なものは速や

かに実行し、防災対策の強化を進めます。

新防災体制充実強化事業 2,400千円

今後起こり得る大規模災害に備え、災害対応体制の確保・物資支援体制の強化・

住民主体による避難者支援体制の強化に向けた対策を推進し、防災体制の充実強化

を図ります。

新地域を守る消防団サポート事業 2,500千円
若者や女性などに消防団の活動や重要性を周知し、消防団への理解や、消防団に

入団しやすい環境づくりを促進することにより、消防団員の確保を進め、地域防災

力の強化を図ります。

新地域防災力充実強化事業 2,800千円
地域での自主的な防災活動を促進するとともに、女性・子どもを対象とした新た

な取組を展開するなど、地域防災活動への参画者を増やし、地域防災力の充実強化

を図ります。

新宅地耐震化推進事業 32,507千円
大地震から県民の生命と財産を守り、宅地の安全性を確保するため、大規模盛土

造成地のマップを作成・公表し、県民に情報提供を行うとともに、宅地耐震化に向

けた調査を推進します。

拡民間建築物耐震改修等推進事業 57,841千円
大規模地震に備え、防災拠点・避難所となる建築物の確保や、日常生活の拠点と

なる住宅の保全等、本県の防災上の課題に対応した耐震対策を講じます。

新消防防災ヘリコプター更新事業 10,876千円
災害情報収集体制の強化を図るため、新たにテレビ電送システムを備えたヘリコ

プターへの更新を行います。
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２ 若者に魅力ある雇用の場の創出

産業力の強化や中堅・中小企業の成長支援、やまぐち観光維新の推進、

農林水産業の成長産業化、国内外に向けた県産品等の売り込み強化、

若者等の希望を叶える「働き方」の実現等により、若者や女性にとって

魅力のある雇用の場の創出・確保を図ります。

新水素サプライチェーン技術開発支援事業 100,300千円
水素利活用に関する県内企業の技術力を集めた、水素サプライチェーン（製造・

供給設備等）に係る技術開発を支援します。

新みなとの機能強化促進事業 31,000千円
県内企業の国際競争力強化を図るため、船舶大型化に対応した係留施設等の

ハード整備と併せ、企業間連携の促進に寄与する港湾運営会社の設立等のソフト

施策に取り組みます。

拡企業立地サポート事業（雇用奨励金）
企業立地促進の補助制度に、働き方改革に対応した雇用奨励金を創設し、企業の

新規立地と拡大投資を促進します。

新事業承継総合支援事業 11,813千円
後継者不在等の問題を抱える事業者に対して、事業承継の準備の意識づけから

実行まで、円滑な事業承継に向けたきめ細かな支援を実施します。

拡中小企業制度融資 〔新規融資枠〕67,000,000千円
創業等応援資金に事業承継枠を創設し、円滑な事業承継を支援します。

新やまぐちＤＭＯ戦略推進事業 55,109千円
山口県観光連盟（日本版ＤＭＯ候補法人）がＤＭＯ戦略に基づき、旅行者

マーケットに柔軟かつ的確に対応した事業活動ができるよう、実効性ある推進体制

の確立を支援します。

新魅力ある観光地域づくり推進事業 53,483千円
多様化する観光客のニーズに対応した体験交流型のテーマツーリズムの推進や

観光交流拠点の整備を支援します。

新やまぐち観光ブランド力強化事業 39,000千円
デスティネーションキャンペーンに合わせて、やまぐちＤＭＯによる誘客効果の

高い魅力的なイベント・キャンペーンを集中的に実施します。

・やまぐちプロモーションパワーアップ事業 78,800千円
デスティネーションキャンペーンに向けて、やまぐちＤＭＯによる訴求力ある

プロモーションを展開します。
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・やまぐちインバウンドパワーアップ事業 115,200千円
効果的な情報発信の強化と受入体制の充実に向けた取組を一体的に実施し、本県

への外国人観光客の誘致を加速化します。

新トップスポーツクラブ連携・活用事業 4,000千円
レノファ山口ＦＣ及びＡＣＴ ＳＡＩＫＹＯの集客力、情報発信力を活用し、

スポーツを核とした地域の活性化に取り組みます。

・「サイクル県やまぐち」推進事業 41,500千円
秋吉台などで開催するシンボルイベントやサイクリストの受入環境整備等により

「サイクル県やまぐち」projectを推進します。

新やまぐち文化プログラム推進事業 20,900千円
東京オリンピック・パラリンピックに向け国が進める文化プログラムの全国展開

に合わせ、県内文化の魅力を発信します。

・集落営農法人連合体育成事業 90,000千円
複数の集落営農法人による連合体を育成し、本県農業の経営体質を強化します。

新県央域いちご集出荷調製施設整備事業 60,000千円
本県の主要園芸品目であるいちごの需要に応えるため、いちごの集出荷調製施設

の整備を支援し、産地競争力を強化します。

新県産木材生産力強化対策事業 15,000千円
増加する木材需要に対応するため、搬出間伐から主伐への転換や小規模素材生産

事業者の経営基盤強化を一体的に実施し、本県林業の成長産業化を図ります。

・下関漁港水産業振興拠点整備事業 390,950千円
本県水産業の再生・強化を図るため、下関漁港機能強化事業と一体的に研修・

防災機能を備えた水産業振興拠点施設等を整備します。

新移住就農加速化事業 12,000千円
県外からの移住就農希望者を対象に、就農相談会の開催から産地視察・就農体験

までを一体的に実施し、新たな担い手を確保します。

新鳥獣害と戦う強い集落づくり事業 307,232千円
野生鳥獣による農林業被害を低減させるため、自らが被害対策に取り組むことが

できる地域力の向上を図ります。

・野生鳥獣管理対策強化事業 53,798千円
生息数の増加している鳥獣の捕獲の一層強化、新たな捕獲の担い手確保・育成

などに取り組みます。

新やまぐち県産品売込商社設立支援事業 61,871千円
これまでの取組成果の上に立って、民間主体で設立する地域商社に対し、将来の

自立経営に向けた立ち上げ支援と側面支援を行い、首都圏等における県産品のさら

なる販路拡大を目指します。
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新山口発！水産インフラ輸出構想推進事業 3,000千円
漁獲、加工など一連の水産関連企業の立地がある本県の強みを活かし、漁獲から

流通に至る一連の鮮度管理システムに高いニーズがあるベトナムに対して、

パッケージでの水産インフラ輸出を目指す取組を支援します。

新やまぐち働き方改革推進加速化事業 40,375千円
ワーク・ライフ・バランスの推進、長時間労働の是正などの「働き方改革」に

向けた企業等の取組を加速化するため、全県的な気運醸成を図るとともに、企業の

自主的な取組を支援します。

３ 県内への定着・還流・移住の推進

県外への人口流出を食い止めるため、県内大学等が学生の地元就職率

の向上に取り組む「ＣＯＣプラス事業」とも連携し、若者の県内就職・

定着を促進するとともに、幅広い世代の県外在住者を本県に呼び込む

取組を積極的に進めます。

新山口で学び、活躍する人材育成支援事業 8,550千円

若者の県内定着に向けて、「大学リーグやまぐち」等と連携・協働を図りながら、

高校生の県内進学促進、大学生の県内就職支援に取り組みます。

・やまぐちの活力を支える高校生育成事業 69,483千円
本県の活力を支える産業人材の育成及び高校生等の県内就職に向けた総合的な

取組を推進します。

新やまぐち中小企業魅力情報発信！若者定着促進事業 39,443千円
大学等と連携し、県内企業の魅力情報の効果的な発信や若者と県内企業とのマッ

チング支援を強化することにより、県内中小企業等への若者の定着を促進します。

新住んでみぃね！ぶちええ山口移住促進事業 47,500千円
「住んでみぃね！ぶちええ山口」県民会議が主体となって移住促進に官民一体と

なって取り組みます。

拡やまぐちＵＪＩターン就職総合支援事業 66,202千円
本県へのＵＪＩターン就職を促進するため、学生から一般求職者までの各層に

対して切れ目ない支援を実施します。

４ 結婚・出産・子育て支援の充実

県民が安心して子どもを生み、育てることができる社会を実現する

ため、「やまぐち子育て連盟」を中心とした子育て県民運動を推進すると

ともに、結婚・出産・子育てを支える切れ目のない支援や社会総がかり

での地域連携教育の充実等を図ります。
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新やまぐち結婚応援パスポート事業 4,500千円
新たに婚姻する世帯等に対し、「やまぐち結婚応援パスポート」を発行し、社会

全体で結婚を応援する気運を高めるとともに、経済的負担の軽減を図ります。

新未来のパパ・ママ！子育て体験交流事業 1,500千円
結婚・出産・子育てについて若者の前向きな気運を醸成するため、子育て県民

運動地域コーディネーターを活用し、中高生を対象とした乳幼児親子との体験交流

等をモデル実施します。

拡地域子ども・子育て支援事業

（新放課後児童クラブ支援） 2,932千円
保護者が子育てと就労等を両立できる環境づくりを推進するため、利用希望者が

増加する夏休みなどの長期休暇期間における放課後児童クラブの運営費を補助します。

新保育所児童の健康支援体制強化事業 6,922千円
子どもたちの健康面における対策の充実を図るとともに、保育士の業務負担の

軽減・離職防止を図るため、保育所等において看護師等の専門職を配置する場合の

経費を補助します。

新高校コミュニティ・スクール推進事業 6,500千円
県立高校におけるテーマ型コミュニティ・スクールを拡充し、地元地域や大学・

企業等と協働した取組を推進することにより、学校・地域における社会的・地域的

な課題の解決に積極的に取り組みます。

・やまぐち型地域連携教育強化推進事業 52,907千円
学校、家庭、地域が連携・協働し、社会総がかりで子どもたちの学びや育ちを

見守り、支援する「やまぐち型地域連携教育」の取組の一層の充実を図ります。

・私立学校運営費補助 5,300,555千円
私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、学校運営の健全性の向上を

図る観点から、私立学校における教育に係る経常的経費について助成します。

５ 持続可能で元気な地域社会の形成

中山間地域の意向を反映した「やまぐち元気生活圏」づくりや、高齢

者や障害者など誰もが暮らしやすい地域づくり、医療・介護サービスの

充実など、県民が安心して暮らせる地域社会の形成に取り組みます。

・やまぐち元気生活圏づくり総合推進事業 112,200千円
「やまぐち元気生活圏」の更なる形成に向け、市町・地域の主体的な取組を、

ソフト・ハード両面から総合的に支援します。

・やまぐちサテライトオフィス誘致推進事業 21,000千円
中山間地域にサテライトオフィスを誘致し、雇用の場づくりや多様な人材交流を

通じた地域の活力創出を図るとともに、ビジネスづくりによる集落活性化の新たな

モデルを構築します。
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新岩国錦帯橋空港ターミナルビル機能強化事業 325,000千円
岩国錦帯橋空港の利便性向上・利用促進を図るため、ターミナルビルの機能強化

を行う岩国空港ビル(株)を支援します。

新やまぐちパラアスリート育成ファンド事業 3,000千円
東京２０２０パラリンピック等への出場を目指すアスリートを県・企業・県民が

一体で支援するファンドを創設します。

新女性のがん検診受診促進強化事業 4,825千円
女性の乳がんや子宮頸がんの検診受診率の向上に向け、市町が行う個別受診勧奨

の取組を促進します。

拡健康やまぐち総合推進事業 17,256千円
健康寿命の延伸を図るため、生活習慣病の予防やライフステージに応じた健康づ

くり対策、生活習慣の改善、社会環境の整備に取り組みます。

新シニア活躍！地域支援担い手育成事業 8,384千円
老人クラブと連携した生活支援サービスの担い手育成等により、介護サービスの

充実や人材の確保を図ります。

新人と動物の共生社会づくり推進事業 2,477千円
犬猫の譲渡の促進や動物愛護の普及啓発等により、殺処分数の削減に向けた取組

を推進するとともに、県民の安全を確保するため、野犬対策を強化します。

６ 明治１５０年プロジェクトの推進

平成30年に迎える「明治１５０年」を契機として、明治維新や日本の

近代化の歩みを振り返り、「明治維新胎動の地」である山口県への県民の

誇りと愛着、国内外における本県の認知度等を一層高め、未来に向けた

県づくりの更なる推進につなげていきます。

新明治１５０年メモリアル事業 36,842千円
明治１５０年を来年に控え、機運の醸成と全国への発信の取組を一層加速すると

ともに、明治の先人たちに倣った未来へのチャレンジに向けて、若者をはじめと

する県民の意識啓発を進めます。

新未来へつなぐ明治１５０年検討事業 5,000千円
明治１５０年に向けて、幕末・明治期の先人たちへの理解をより深めながら、

その精神を次代へ継承する取組を検討し、本県の未来を担う人材の育成・活躍に

向けた新たな施策展開につなげます。

新全国都市緑化やまぐちフェア開催事業 101,187千円
緑豊かな潤いのあるまちづくりを一層加速化するため、第35回全国都市緑化

やまぐちフェア（愛称：山口ゆめ花博）の開催に向け、実行委員会による開催準備

を実施します。



※県民人口：平成29年１月１日現在　人口移動統計調査人口

 《歳入の内訳》

（単位　円）

※その他：分担金・負担金、寄付金、財産収入

 《歳出の内訳》
（単位　円）

※その他：諸支出金、災害復旧費、労働費、議会費、予備費

（平成29年度末見込み）
 　　※平成29年度末県債残高見込み：1,263,116,010千円

1,391,443人

平成29年度県民１人当たりの歳入歳出の状況

489,340円

907,774円

商 工 費 40,358

衛 生 費 15,641

《県民１人当たりの県債残高》

土 木 費 51,239

そ の 他 60,363

民 生 費 68,861 総 務 費 20,654

教 育 費 103,592 警 察 費 27,988

公 債 費 75,897 農林 水産 業費 24,747

16,826

7,209

4,834

諸 収 入 44,997

基金 等繰 入金

使用料・手数料

そ の 他

地方 交付 税等 138,724

57,095

県 税 等 158,712

県 債 60,943

国 庫 支 出 金
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２ 特 別 会 計

平成29年度特別会計の当初予算額及びその内容は、第５表のとおりです。

なお、企業会計に属する電気事業及び工業用水道事業の各会計については、「第５ 公営企業

の業務の状況」の項で説明します。

第５表 特 別 会 計 予 算 の 状 況

（単位　千円）

平 成 29 年 度

当 初 予 算 額 (A)

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 184,177 291,702 △ 107,525

貸付金

公債費
一般会計繰出金

市場維持管理費

水産加工団地整備費

林業・木材産業改善資金貸付金

林業就業促進資金貸付金

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 101,126 101,170 △ 44 貸付金

当せん金付 証票 発売 事業 4,155,750 4,813,490 △ 657,740 一般会計繰出金

収 入 証 紙 4,453,706 4,375,794 77,912 他会計繰出金

土 地 取 得 事 業 377,353 258,088 119,265

土地取得基金管理費

産業団地管理費
分譲宅地管理費

公 債 管 理 149,542,993 155,557,902 △ 6,014,909 公債費

貸付金

公債費

計 171,534,094 174,242,588 △ 2,708,494

小規模企業者等設備貸与事業資金
新事業活動支援設備貸与事業資金
産業振興財団返還金

就農支援資金貸付金

177,303港 湾 整 備 事 業 3,700,571 3,523,268

地 方 独 立 行 政 法 人

山 口 県 立 病 院 機 構
1,415,785 1,787,741 △ 371,956

△ 24,462就 農 支 援 資 金 52,570 77,032

流 域 下 水 道 事 業 1,643,916 1,784,093

主 な 内 容特 別 会 計 名
比　　　較
(Ａ)－(Ｂ)

平 成 28 年 度
当 初 予 算 額 (B)

4,242,586999,246

△ 140,177

下 関 漁 港 地 方 卸 売 市 場

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資金

中 小 企 業 近 代 化 資 金 5,241,832

流域下水道総務費
流域下水道建設費

公債費

港湾管理費
港湾整備費
公債費

542,021

122,294

540,634

132,428

1,387

△ 10,134
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